
書評

東京大学経済学部付属日本産業経済研究施

設伝記資料目録編集委員会編『近代日本経

済人伝記資料目録JI(東京大学出版会， 1980年)

近年，経済史，経営史，産業史及び

その他の研究領域で会社史，実業家伝

記の利用が盛んになるにつれ，これら

の文献の目録作成が活発化しつつある。

とくに社史については，大企業のみな

らず中堅企業に至るまで一種のブーム

的状況を伴いながら社史刊行が相次ぎ，

加えて研究サイドからの資料としての

社史利用も著しい増加傾向にある。そ

のため，各研究機関，図書館は社史収

集活動への積極的取組みを推進してお

り，社史の所蔵目録を発行した機関も

かなりの数に及ぶ。とりわけ最近では，

東洋経済新報社「社史名寄せ所在日

録J(W日本の会社100年史』所収，昭和

50年)，中村博男『本邦会社史総合目

録.!I (昭和52年)，日本経営史学会創立

10周年記念事業委員会『外国企業およ

び企業者・経営者史総合目録.!I (昭和

54年〉など主要機関の所蔵状況を集計

した総合目録が刊行されており，社史

目録は作成機関数の増加に加えて，そ

の内容も高度化しつつある。

*なかむら せいし東京経済大学

* 中村青志

これに対し，実業家伝記目録の作成

は一橋大学産業経営研究所『本邦経営

者史目録.!I (昭和54年〉など若干のも

のにとどまる。その場合も国立国会図

書館『人物文献索引一経済・社会編』

(昭和44年〉のように範囲が労働，教

育，寧事などの分野にまで及び，対象

が実業界に特定されていないものや，

あるいはまだ社史目録の補足の域を出

ないものが多い。しかもこれらはいず

れも単独機関の所蔵目録であり，複数

機関の所蔵を集計した総合目録が作成

される段階には至っていない。つまり，

各機関とも伝記は社史と比較して所蔵

点数がはるかに少ないという事情もあ

り，伝記目録の作成は社史目録と比べ

るとまだ量的にも質的にも遅れている

といえる。このため従来から実業家伝

記の検索の際に不便を感ずることが少

なくなかった。

そうした意味で，ここに取上げる本

目録は，明治期以降のわが国の実業家

を中心とした経済人伝記目録として画
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期的というべき豊富な内容を有し，実

業家伝記目録の水準を一挙に大きく引

きあげたものとして高く評価すること

ができる。まず，その概要及び特色を

紹介しよう。

東京大学経済学部は，一橋大学産業

経営研究所，国会図書館などと並んで，

わが国の社史，実業家伝記を最も多く

所蔵する機関のひとつである。従来，

所蔵日録として， w社史・実業家伝記

目録~ (昭和39年)， w続社史・実業家

伝記目録~ (昭和45年〉を出しており，

そこには約2000点の社史(商工会議

所など経済団体史を含む〕と約1400点

の実業家伝記(個人伝記及び列伝)が

収録されている。本目録はその後に収

集したものも含め，改めて問機関の所

蔵目録を作成しようとの企画から生ま

れたものであり，経済人伝記の目録と

しての機能を中心に，人物サイドから

の社史，経済団体史の索引機能をもあ

わせもつことを意図している。記載方

式や内容については，本目録の凡例に

簡潔に述べられているので，そのまま

引用したい。

1. 本目録には， 1979年9月1日現在

における東京大学経済学部所蔵の伝記，

自伝，列伝類，社史，経済団体史，業

界史(いずれも和書に限る〕の中から，

経済関係で重要と思われる人物に関す

る伝記事項を含む文献を収録した。

2. 被伝者の採録基準は，明治期以降

今日まで経済界で活躍した人物とした

が，狭いL、みでの実業家に限らず，経

済関係閣僚，首相，旧植民地総督や農

業・産業技術等の開発功労者なども含

めた。ただし，社会運動家，経済学者，

教育者，ジャーナリスト等は除いた。

3.編成は，被伝者氏名を見出しとし

て太字で示し，配列は電話帳方式に準

じた五十音順とした。

4.被伝者氏名の次の( )の中に，

判明する限りで，その雅号，何代目か，

本書に掲出された他の同族被伝者との

関係等を示し，次の( )内に生没年

を示した。生没年が不明の場合，及び

存命中の場合は空欄にした。また，編

者が推定した場合は CJでくくった。

その後に，被伝者の関係した企業，従

事した事業のうち主なものを記した。

5.次の行に 1字下げで，被伝者の経

歴事項を含む文献の編著者名，書名，

シリーズ名，巻数，発行地，発行者，

発行年を記し，行末に東京大学経済学

部図書室の図書請求番号を付した。

こうした内容をもっ本目録の特色ば，

第一に既存の実業家伝記目録と比較し

て，収録した被伝者数が飛躍的に拡大

したことである。これはひとつには対

象者を狭義の実業家に限定せず，経済

関係閣僚，農業・産業技術等の開発功

労者などをも含めたことによる。だが

それ以上に対象文献を単行本としての

自伝も含めた個人伝記に限らず，列伝

類，社史.経済団体史，業界史等をで

きるだけ広く探索し，その中に人物の

伝記的事項の記述がある場合は，当該

人物及び文献を収録の対象とするとい
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う従来行われていない新しい方式を試

みた結果によるところが大きい。つま

り，既刊の実業家伝記目録は個人伝記

に依拠するものであるため，たとえ重

要な実業家であっても，個人伝記が刊

行されていない実業家は採録されない

という難点があった。したがって既刊

の『社史・実業家伝記目録J]Ii'統社史・

実業家伝記目録』を合わせても採録人

数は1000人に満たなし、。一橋大学の

『本邦経営者史目録』も1082人の個人

伝記1330点と78点の列伝が収録されて

いるが，列伝収録の人物名は記載され

ていないので，やはり個人伝記が刊行

されない人物の経歴などの伝記的事項

の検索には利用できなかった。

ところが本目録は前述のように個人

伝記以外に検索範囲を拡大している。

列伝を例にとると，代表的実業家列伝

として，明治期には92名の実業家を収

録した瀬川光行編『商海英傑伝11 (明

治26年)， 80名を収録した広田三郎編

『実業人傑伝11 (明治28年〉などが刊

行され，その後昭和11年には 357人を

収録した実業之世界社編集局編『財界

物故傑物伝』が刊行されており，これ

らの列伝には個人伝記が刊行されてい

ない著名な実業家が多数収録されてい

る。その他にも例えば，愛知県農会編

『全国篤農家列伝11 (明治43年)の

199人， 大阪府工業協会編『大阪産業

をになう人々JI (昭和31年)の約280

人などが収録人数の多い列伝であり，

まずこれら列伝中の人物を採録対象と

することにより，本目録の採録人数が

既存の目録と比較して著しく増加する

ことになった。さらにそれに加えて，

社史，経済団体史，業界史の中から伝

記的事項を検索したため，本目録の採

録人数は約6150名という彪大な数にの

ぼる。またその構成をみると，地方の

商工会議所史や49人の煙草耕作功労者

列伝を収録した福島県煙車耕作組合連

合会編『福島県煙草専売史』のような

地方業界史の文献の利用により，中央

の経済人だけでなく，地方で活躍した

経済人も多数収録されている。それゆ

え，本目録は実業家を中心に明治以降

の有力な経済人をより多くカパーでき

るようになり，経済史，経営史研究者

の資料検索に大きな便宜を提供してく

れるものといえる。もっとも，列伝の

みならず，社史・経済団体史等から伝

記的記述を探索するのは大変な労力を

要する作業である。本目録作成の母体

となった文献は東大経済学部所蔵の約

2000点の伝記，約3300点、の社史・経済

団体史であるが，伝記はともかく，社

史・経済団体史については3300点すべ

てを通読し，その良重大な記述の中から

役員など実業家の伝記的事項を遺漏な

く探索かっピック・アップしなければ

ならなL、。これは多人数の共同作業に

よりはじめて取組みが可能とな7.iこと

である。したがって本目録は編集委員

はじめ多くの人々の克明かっ庖大な努

力の結晶であり，多大の敬意を表した

し、。
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本目録の第二の特色は，被伝者の生

没年と主たる関係事業についての記載

があることである。既刊の『社史・実

業家伝記目録dIIi'続社史・実業家伝記

目録』では生没年の記載があったが，

本目録ではさらに主たる関係事業が加

えられ，利用者にとり大変便利になっ

た。被伝者の関係企業を記載した先例

としては，一橋大学産業経営研究所

『本邦企業者史目録dI (昭和44年〉及

び同前掲『本邦経営者史目録』がある。

また前掲『外国企業および企業者・経

営者史総合目録』でも企業編では簡略

な社歴が，企業者・経営者編では生没

年と関係企業が明示されて「読める書

誌」をねらっており，利用者の便宜に

供するための記載内容の豊富化が最近

の目録の傾向といえる。その意味で本

目録も神経の行き届いた作成がなされ

ているが，個々の人物の生没年の確定

ひとつをとっても，良重大な調査を必要

とする場合が多い。不明のまま空欄と

なるケースがかなり生じてもやむをえ

ないといえよう。

ともかく，本目録は民芸大な労力と編

集委員諸氏の大変な苦労により作成さ

れたものであり，それが従来の実業家

伝記目録と比較しても卓越した水準の

経済人伝記目録として結実したのであ

るが，つぎにその内容につき若干の検

討を試みたい。

まず第ーに，本目録がはたして明治

期以降の重要な経済人をどの程度カパ

ーしているかという点につき検討した

い。もっとも，この問題は対象があま

りにも蕗大であるため，ここではさし

あたり対象を狭義の実業家に限定した

うえで，若干の+ンプリング的検討に

とどめたL、。どのような人々を重要な

実業家とみなすかについては一定の基

準があるわけでなく，様々な評価があ

りうる。ただ，中央の財界団体の役員

が実業界で高い地位を占める重要な実

業家達により構成されるとみなすこと

はほぼ妥当であろう。そこでまず戦前

からの有力な経済問体である日本工業

倶楽部の役員がどの程度本目録に採録

されているかを調査してみた。Ii'日本

工業倶楽部五十年史』に大正6年から

昭和42年までの聞に同倶楽部の役員

(評議員以上)をつとめた人物として

518名が記載されているが，評者の調

査ではそのうち383名が本目録に採録

されており，採録率は74%であった。

なお， 採録されない人物135名の中に

は昭和15年から22年まで同倶楽部理事

長であった井坂孝も含まれている。つ

ぎに『東京商工会議所百年史』所収の

歴代役員・議員名簿により，同所の役

員・議員が本目録にどの程度採録され

ているか調査した。まず，明治32年に

は同所議員50名中31名採録で， 62%の

採録率であり，大正 6年は50名中17名

で34%，昭和8年は50名中23名で46%，

戦後の昭和20年には役員64名中32名採

録で50%，昭和36年は141名中63名採

録で45%の採録率であった。平均する

と東京商工会議所の役員・議員は半数
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程度が本目録に採録されているが，全

国団体でないため，工業倶楽部よりも

役員の知名度が落ちることの反映とも

いえる。調査に若干の誤差はあろうが，

代表的財界団体の役員の採録率は以上

の通りである。列伝，社史，経済団体

史まで拡大しでも，実業家の伝記的事

項の検索にはまだ困難な場合が存在す

ることを示しているともいえよう。

つぎにやや視点を変えて，同一業種

の大企業間で経営者の本目録への採録

状況にどのような差異があるかを銀行

業を例にとり検討した。具体的には，

三井銀行，三菱銀行，安白銀行，第一

銀行，日本興業銀行の各行につき，そ

れぞれの行史に掲載された歴代役員名

簿をもとに戦前期の役員がどの程度本

目録に採録されているかを調査してみ

た。その結果，三菱銀行に関しては，

平取締役，監査役を含めた戦前の役員

延べ数十人がほぼ全員採録されている

ことが判明した。これに対し，他行の

役員の採録状況を調査すると，頭取ク

ラスの人物はほぼ採録されているが，

三菱銀行のように役員全員採録という

状況にはほど遠<.常務取締役クラス

でも採録されない人物が多かった。例

えば三井銀行では，私閉会社時代に副

長であった中井三平が脱落しているほ

か，常務取締役でも採録されていない

例が小池正彪をはじめ 8名あった。第

一銀行でも副頭取佐々木修二郎ほか大

部分の常務取締役は脱落し，安田銀行

も頭取安田ーならびに 1名を除〈常務

取締役全員が採録されていない。なお

日本興業銀行の場合もほぼ同様であっ

た。このような三菱銀行と他行との役

員採録状況の大きな相違は『三菱銀行

史.11 (昭和29年〕の記述内容に基づく

ものである。すなわち同書には個々の

歴代役員全員につき，数行で経歴の記

述があり，それが本目録作成の基礎と

なる伝記的事項として利用できたので

ある。他方，他行の行史では役員全員

を対象としたそのような記述はないた

め，伝記的事項が検索できるのは頭取

クラスなどごく少数の者に限られるこ

とになっ7こ。

銀行間のアンパランスほど極端では

ないが，実業家が活躍した時期の相違

が採録状況にある程度の差異をもたら

した例もみとめられた。例えば本目録

では昭和10年代の戦時経済期に活躍し

た重要な実業家がかなり脱落している。

戦時体制下では伝記，社史刊行の余裕

はなしまた敗戦後はこれらの実業家

の大半は追放処分を受け，解除後に復

帰した人物は別として，そうでない場

合はその列伝等で取上げられる機会が

ないままとなった人物も多い。こうし

た人物の場合，本目録への採録は困難

である。三井財閥を例にとり，この点

を検討すると，やはり昭和10年代の経

営者には採録されていない者が多い。

総本家当主である三井高公をはじめ，

三井高陽，南条金雄，小池正彪，永島

雄治，川島三郎，松井和宗，渡辺省二，

伊藤与三郎，鵜飼宗平，住井辰男，松
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本季三志，成瀬雄吾，宮崎清，井上治

兵衛，尾形次郎など昭和10年代に本社

の取締役あるいは中枢的企業の社長・

会長をつとめた人物が採録されないま

まになっている。

結局，本目録作成に際し，ある人物

の採録如何は資料として用いる文献の

存在状況あるいはその内容により他律

的に決定されるのであり，それは編集

者がはじめに主体的に採録人物を選定

する人名辞典との大きな違いである。

中央財界の有力者であっても，伝記・

社史類に伝記的事項の記述がない場合

には目録に採録できなし、。他方，さほ

ど著名とはいえない人物の場合も文献

に伝記的記述がある場合は採録対象と

なる。このように文献のあり方に規定

されて採録状況にアンバランスが生ず

るのは，文献目録という性格上やむを

えないことである。ただ実業家ないし

経済人辞典的性格を期待して利用する

場合には，ある程度の限界を有するこ

とを承知しておく必要があろう。

第二に，本目録作成の基礎となった

伝記，社史，経済団体史の点数につき

検討を試みたい。本目録の作成は全面

的に東大経済学部所蔵の文献に依拠し

ているが，問題は既刊の伝記，社史，

経済団体史のうち，東大経済学部所蔵

分がどれほどをカパーしているかとい

いうことである。これは第ーの問題，

すなわち採録人物数とも関連し，作成

の母体となる文献が多いほど，採録人

数が増加し，目録機能の充実化がより

進展する。もっとも，文献のカパレッ

ジに関しても対象が著し〈庖大である

ため，全面的な検討を展開する余裕は

ない。とくに社史については，近年，

東大経済学部所蔵分も含めた総合目録

が刊行されているのでそれに委ねたい。

(ただし，評者の検討ではこれらの社

史総合目録も十分には正確といい難い

函がある。〉 したがって， ここでは個

人伝記に焦点を絞り，個人伝記の所蔵

に関し，東大経済学部のカパレッジの

状況を検討したい。そこで本目録と東

大以外の他機関の所蔵実業家伝記目録

とを突き合わせながら，他機関が所蔵

し，東大経済学部が所蔵しないような

個人伝記がどれほど存在するかを調査

した。他機関の所蔵伝記目録としては，

ほぼ相前後する時期に作成された一橋

大学の前掲『本邦経営者史目録』と経

団連図書館・日本経営史研究所『社

史・経営者伝記目録.!l (昭和55年〉を

利用した。 w本邦経営者史目録』は前

述のように1082人の個人伝記1330点を

収録しているが，評者の調査では1330

点のうち東大経済学部が所蔵していな

いものは約500点近くに及んだ。もっ

とも，逆に東大経済学部が所蔵してい

るが，一橋大学産業経営研究所が未収

集のものも多数あり，総数としては東

大の方が多いようである。ただ一橋大

学では地方実業家の伝記が比較的よく

収集されているという特色をもつよう

にも思われた。経団連図書館・日本経

営史研究所の『社史・経営者伝記目
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録』に収録された伝記は 863点でさほ

ど多くなL、。だが，そのうちMにあた

る約 200点は東大経済学部が未収集の

ものであり，さらにその過半数は昭和

40年以降刊行のものである。経団連図

書館，日本経営史研究所とも社史，伝

記収集の後発機関であるため，いずれ

も最近刊行の社史，伝記を精力的に収

集しており，両機関の伝記所蔵構成は

戦後， とくに昭和40年代以降刊行のも

のが多L、。それと比較すると東大経済

学部の場合は昭和40年頃より収集テン

ポが著しく鈍化していることが顕著に

みとめられる。そのため本日録にも昭

和40年以降に刊行された主要な伝記が

収録されていないケースがかなりある。

例えば『中野友礼伝JJW山本為三郎伝』

『古河従純君伝~ W寺島健伝」などで

ある。そのほか評者が気が付いたもの

では，昭和30年代に刊行された「日本

のマッチ工業と滝川儀作翁~ Wたばこ

王・村井吉兵衛』なども欠けている。

本目録のような所蔵目録の場合は，

基本的にそのよしあしは収集状況によ

り規定されるのであるから， 日録作成

活動に尼大な労力が費きれながらその

基礎となる収集活動が不徹底であるの

はきわめて残念なことである。もっと

も，社史と異なり，伝記の収集には多

大の困難が伴なう。大企業の社史の場

合は，刊行をキャッチすることが比較

的容易であり，発行部数も多く，寄贈

により入手できるケースもかなりある。

他方，伝記は発行主体の組織が小さく，

発行部数も著しく少ないため，概して

刊行をキャッチすることが遅れ，また

寄贈や古書市場を通しての収集も社史

ほど容易ではない。こうした困難をあ

る程度克服するためには伝記刊行をキ

ャッチする情報のネットワーク作りが

必要である。社史，経済団体史につい

ては，近年専門図書館協議会の情報網

により定期的に『社史・経済団体史総

合目録』が発行され，近刊の社史，経

済団体史情報が提供されるので大変便

利になった。伝記についてもこのよう

な情報ネットワークのもとに近刊ニュ

ースが提供されるようになれば，各機

関の収集活動の能率とテンポは著しく

向上するといえよう e

以上，本目録の編集委員諸氏の大変

な苦労を顧みず，勝手なコメントを述

べたが，本目録がもついくつかの限界

は，一機関の所蔵文献をもとに目録を

作成するという方式のもとではある程

度避けられず，やむをえないものであ

る。したがってそのことが本目録の価

値を損なうということは全くない。む

しろ，何よりも伝記目録の新たな水準

を開拓した点でその意義はきわめて大

きく，本目録により研究者が従来!感じ

ていた伝言己資料検索の不便を著しく軽

減できることになった。なお，将来本

日録がもっ限界を突破しようと試みる

場合は，その I1指す方向はどうしても

代表的な機関の所蔵を集計した総合口

録方式でなければならない。その時は

基礎となる利用文献数も一層拡大し，
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採録される経済人の数がさらに増加す

ることが可能となり，より完壁を期し

たものが作成できる。また，地方図書

館には郷土の地方経済人の伝記をかな

り所蔵するところもある。将来の総合

目録化の場合は，これら地方図書館の

蔵書をも検索対象とするならば，その

内容はますます豊計なものとなるであ

ろっ O

L 、ずれにしても，本日録の刊行が大き

な刺激となり，経済人伝記をめぐり，

その収集活動や目録作成がますます活

発化することを期待したL、。

タグ

快適な読書環
理想の収蔵

よりよい保管システムを提供する

置田原フアイリシク"
〒101jj(引都千代trl[̂'仲間政fuJfi1-6 :i ~.i:./) b..ヒル古田(294)1751

札幌011(241)8574 1111口0222(24)1707 、肌06(271)3091
名山1，，052(582)7075 !i:J，!，0822(46 8226 主，1"，1092(721)7601

- 45-




